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Ｑ
．
平
成
１
８
年
の
労
務
に
関
す
る
法
改
正
の
予
定
に 

つ
い
て
教
え
て
下
さ
い 

 

●
介
護
保
険
料
率
の
改
定 

 

（
実
施
時
期
→
平
成
１
８
年
３
月
） 

 
 

＊
１
．
２
３
％ 

 
 
 

・
会
社
負
担
→
０
．
６
１
５
％ 

 
 
 

・
本
人
負
担
→
０
．
６
１
５
％ 

 

給
与
計
算
に
お
い
て
は
、
料
率
の
登
録
変
更
を
忘
れ
ず
に
行
い

ま
し
ょ
う
。 

※
健
康
保
険
組
合
に
つ
い
て
は
、
各
組
合
に
よ
っ
て
異
な
り
ま

す
の
で
、
別
途
ご
確
認
く
だ
さ
い
。 

 

●
厚
生
年
金
保
険
料
の
改
定 

 

（
実
施
時
期
→
平
成
１
８
年
９
月
） 

 
 

＊
１
４
．
６
４
２
％ 

 
 
 

・
会
社
負
担
→
７
．
３
２
１
％ 

 
 
 

・
本
人
負
担
→
７
．
３
２
１
％ 

 

給
与
計
算
に
お
い
て
は
、
料
率
の
登
録
変
更
を
忘
れ
ず
に
行
い

ま
し
ょ
う
。 

 

●
労
災
保
険
料
の
変
更
（
１
８
年
４
月
以
降
） 

 

本
年
４
月
か
ら
労
災
保
険
料
率
が
改
定
さ
れ
ま
す
。
従
来
、
５ 

１
種
類
に
分
類
さ
れ
て
い
た
事
業
が
５
４
種
類
に
な
り
ま
し
た
。 

保
険
料
は
１
５
の
事
業
で
据
え
置
き
、１
３
の
事
業
で
引
き
上
げ
、 

２
３
の
事
業
で
引
き
下
げ
と
な
り
、
平
均
で
０
．
３
／
１
０
０
０ 

の
引
き
下
げ
と
な
り
ま
し
た
。 

①
卸
・
小
売
業
、
飲
食
業
、
不
動
産
業
等
の
事
業
が
独
立 

労
災
保
険
の
事
業
の
種
類
で
、「
そ
の
他
の
各
種
事
業
」
に
含
ま

れ
て
い
た
卸
・
小
売
業
、
飲
食
業
、
不
動
産
業
な
ど
が
分
離
さ

れ
、
別
個
の
事
業
の
扱
い
と
な
り
ま
し
た
。 

・
金
融
業
、
保
険
業
又
は
不
動
産
業･････

４
．
５
／
１
０
０
０ 

・
卸
売
業
、
小
売
業
、
飲
食
店
・
宿
泊
業･････

５
／
１
０
０
０ 

・
通
信
業
、
放
送
業
、
新
聞
・
出
版
業･･･

４
．
５
／
１
０
０
０ 

な
お
、
そ
の
他
の
各
種
事
業
の
料
率
は
４
．
５
／
１
０
０
０
に

引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。 

②
労
災
保
険
料
率
が
変
更
さ
れ
ま
し
た
。 

 

数
多
く
の
業
種
で
変
更
が
あ
り
ま
し
た
の
で
、
こ
の
紙
面
で
は

省
略
さ
せ
て
頂
き
ま
す
。
年
度
更
新
事
務
で
は
確
定
保
険
料
に

つ
い
て
は
旧
保
険
料
率
を
、
概
算
保
険
料
に
つ
い
て
は
改
定
保

険
料
率
を
使
用
し
ま
す
の
で
お
間
違
い
の
な
い
よ
う
に
。 

③
労
務
費
率
表
の
変
更 

 

一
部
事
業
の
種
類
で
変
更
が
あ
り
ま
し
た
。
紙
面
の
都
合
上
省

略
し
ま
す
。 

 

●
厚
生
年
金
の
加
入
対
象
を
従
業
員
１
５
人
以
上
に
拡
大 

社
会
保
険
庁
は
４
月
か
ら
、
厚
生
年
金
と
中
小
企
業
の
会
社
員 

ら
が
加
入
す
る
政
府
管
掌
健
康
保
険
に
未
加
入
の
企
業
や
個
人
を

強
制
的
に
加
入
さ
せ
る
措
置
を
強
化
し
ま
す
。
現
在
は
従
業
員
２

０
人
以
上
の
事
業
所
が
強
制
加
入
の
対
象
で
す
が
、
１
５
人
以
上

に
広
げ
る
と
の
こ
と
で
す
。 

 

●
報
酬
の
支
払
基
礎
日
数
の
変
更 

（
実
施
時
期
→
平
成
１
８
年
７
月
） 

 

健
康
保
険
・
厚
生
年
金
保
険
法
の
報
酬
支
払
の
基
礎
と
な
っ
た

日
数
が
本
年
７
月
よ
り
、
２
０
日
以
上
か
ら
１
７
日
以
上
へ
と
変

更
と
な
り
ま
す
。
従
っ
て
、
平
成
１
８
年
度
以
降
の
定
時
決
定
に

つ
い
て
は
、
４
月
、
５
月
、
６
月
の
報
酬
支
払
の
基
礎
と
な
っ
た

日
数
に
１
７
日
未
満
の
月
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
月
を
除
い
て

決
定
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

 

ま
た
、
本
年
７
月
以
降
に
行
わ
れ
る
随
時
改
定
に
つ
い
て
は
、 

昇
級
又
は
降
給
に
よ
り
、
固
定
的
賃
金
の
変
動
の
あ
っ
た
月
以
降 

（
平
成
１
８
年
４
月
以
降
）
継
続
し
た
３
ヶ
月
間
の
い
ず
れ
の
月 

も
報
酬
支
払
の
基
礎
と
な
っ
た
日
数
が
１
７
日
以
上
必
要
と
な
り 

ま
す
。 

 

●
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
の
段
階
的
施
行
（
１
８
年
４
月
以
降
） 

 

紙
面
の
都
合
上
省
略
し
ま
す
。
内
容
に
つ
い
て
は
本
紙
バ
ッ
ク 

ナ
ン
バ
ー
を
ご
参
照
下
さ
い
。 

    

●
通
勤
災
害
保
護
制
度
の
拡
大
（
本
年
４
月
～
） 

＊
単
身
赴
任
者
の
場
合 

                

＊
複
数
就
業
者
の
場
合 

第１の職場 第２の職場 

住  居 

保険関係の処理は、②を第２の職場への出勤

と捉え、第２の職場において行う 

職 場 

赴任先住居 帰省先住居 

●改正後、保護対象とする部分････②、⑥ 
 
●現行制度の保護対象部分････①、③、④、⑤ 

（出典：山口労基３月号より）


